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▌事業説明 ▌ [総務政策課　政策班　企画情報係]

款 項 目

（単位：千円）

１　補正の理由
　令和8年4月1日に運行開始を予定している町営タクシーの事前準備として必要な予算の補正を
行う。

２　主な補正予算の内容
　これまで、タクシー事業者と行う有償によるデマンド交通の導入を検討していたが、まずは速やか
に令和8年4月に町直営による無償運送の運行を開始するための準備予算が必要なため。
　・運行準備委託料　618千円：運行準備、登録（各戸訪問）
　・車両借上料　　　　210千円：軽自動車2台リース　令和8年2月・3月分
　・備品購入費　　　　329千円：携帯電話3台　受付及び運転手用
　・印刷製本費　　　　130千円：チラシ作成等
　・消耗品費　　　　　 140千円：アルコール検知器等　　

　

利用方法

運行日時
平　 日：午前9時～午後4時
土曜日：午前9時～正午
※運休日：祝日、日曜日、年末年始（12月29日～1月3日）

事前登録制・予約制

利用制限 原則月8回/人

運行範囲 町内

利用目的 買い物、通院、金融機関、友人宅、サークル活動など

車両台数 軽自動車2台

利用料 片道1回　100円（燃料代など）

項目 内　　　　　　容

事業の目的
高齢の方で運転免許証返納等により自ら移動手段を持たない方
の日常生活の移動手段を確保するため

対象者
65歳以上で運転免許証を持たない方
65歳以上で車を持たない方

運行開始日 令和8年4月1日

その他

一般財源 2,100

［一般会計］

２．総務費 １．総務管理費 ５．企画費 事項別 13

事業名 町営タクシー事業（町営公共交通事業） 区分 継続

補正後
予算額

2,418
補
正
額
財
源
内
訳

国

補正前
予算額

318

補正額 2,100 町債

県
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▌事業説明 ▌ ［一般会計］ [町民生活課　環境班　上下水道係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的・概要

２　事業内容
〇対象者

〇対象件数 １４７件

〇補助額（１件あたり）

※検査手数料…佐賀西部広域水道企業団が行う竣工検査手数料
※口径25mm以上からの減径は検査手数料が必要

〇対象期間 令和８年１月１日～令和８年１２月３１日

３　予算内訳
水道量水器減径補助金 1,760千円
郵送及び口座振込手数料 34千円

口径25～100mm
減 径 費 用 分 10,000円 10,000円
検査手数料分 -   5,000円

（参考）口径20㎜以上の対象件数及び水道料金増加率

区　分 口径20mm

計 10,000円 15,000円

　　佐賀西部広域水道企業団の水道料金が令和８年４月から改定され、新たに量水器の口径
 ごとに料金が設定される。今回の改定で、口径20mm以上の基本料金が大幅に値上げになる
 ことから、量水器の減径費用に対して補助を行うことにより、水道使用者の負担軽減を図る。

量水器の口径20㎜～100mmの水道使用者で対象期間内に
減径（サイズダウン）を行った者（公共施設等を除く）

その他

補正額 1,794 町債 一般財源 1,794

補正後
予算額

1,794
補
正
額
財
源
内
訳

国

補正前
予算額

- 県

４．衛生費 ３．上水道費 １．上水道施設費 事項別 29

事業名 水道量水器減径対策事業 区分 新規
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▌事業説明 ▌ [地域づくり課　農業班　農政係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的・概要
（事業目的）
　担い手の経営基盤の強化と効率的・安定的な生産体制の確立を図るため、革新技術の導入及
び中山間地域等における効率的な生産に必要な機械・施設の整備等を支援する。

（補正理由）
　7月28日に県より令和8年度予定事業の前倒し要望調査があり、10月9日に県より内報があった
ことから、来春麦の収穫に間に合わせるため、今回補正を行う。

２　予算 （単位：千円）

※補正額

３　特定財源
　さがの稼げる水田農業推進事業費補助金（県） 3,106千円

４　参考
（補助要件）

※◎今回補正に該当するメニュー

31事項別

その他3,106

さがの稼げる水田農業推進事業 区分 継続

4,038
補
正
額
財
源
内
訳

国

- 県

［一般会計］

６．農林水産業費 １．農業費 ３．農業振興費

区分

事業名

補正後
予算額

補正前
予算額

4,038千円

機械利用組合
（農業者の組織する団体）

自脱型
コンバイン

14,058 9,320

事業主体

3,106 932

標準事業費の
県1/3
町1/10

事業内容 総事業費 標準事業費
（1/3） （1/10）

自己
資金

10,020

補助金
県費 町費

補助率

補正額 4,038 町債 932一般財源

支援対象

・集落営農法人
・農地所有適格法人
・集落営農組織
・認定農業者
・集落営農法人を基本とする団体
◎農業者の組織する団体

補助メニュー

・水稲直播用機械
・レーザーレベラー
・大豆コンバイン
・大豆不耕起播種機
・トラクターカルチ
・自動操舵システム
・トラクター
・田植機
◎自脱型コンバイン
・農業用機械倉庫
・その他知事特認の
　機械・施設

低コスト・高品質化
条件整備事業
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▌事業説明 ▌ [地域づくり課　農業班　農政係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的・概要
（事業目的）
　担い手に対する農地の集約化や園芸団地の整備、企業等参入用農地の確保を進めるため、
農地中間管理機構を通じた農地の貸付・売買に協力する耕作者に対し、協力金を交付する。

（補正理由）
　観音下地区に鹿島市の農業法人が参入予定であり、令和8年産タマネギの作付を行うため
の農地売買契約が11月に完了したことから、今回補正を行う。

２　予算 （単位：千円）

３　特定財源
　農地集約協力金事業費補助金（県） 246千円

４　参考
（補助要件）

一般財源

補正前
予算額

171 県 その他

［一般会計］

６．農林水産業費 １．農業費 ３．農業振興費 33事項別

事業名 農地集約協力金事業

農用地の出し手と
なる耕作者。なお、
該当農用地の耕作
者と地権者が異な
る場合、いずれも交
付対象とすることが
できる。

区分 継続

補正後
予算額

417
補
正
額
財
源
内
訳

補正額 246 町債

246

交付単価

国

現計予算額 必要予算額 12月補正予算額
面積 予算額 面積 予算額 面積 予算額

交付対象地区
　
市町が関係機関・団体と連携し、企業や農業法人等の農
業参入・規模拡大用の農用地の確保・貸付等に取り組む
地区

交付対象者

定額
30千円/10㌃

（上限500千円）

246

町園芸団地分
（地権者3名）

鹿島市農業法人参入分
（地権者10名）

0.57㌶ 171 1.39㌶ 417 0.82㌶
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▌事業説明 ▌ [地域づくり課　農業班　農政係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的・概要
（事業目的）
　収量・品質の向上や経営規模の拡大、経営コストの削減等、農業所得の確保・向上ができる
園芸農業を確立するため、必要な機械・施設の整備等を支援する。

（補正理由）
　10月10日に県より令和8年度予定事業の前倒し要望調査があり、10月28日に県より採択の通知
があったことから、来春タマネギの収穫に間に合わせるため、今回補正を行う。

２　予算 （単位：千円）

※補正額
（フロントローダー）

トラクターの前部に装着して、タマネギコンテナを運ぶ荷役用作業装置。圃場での作業が可能
となり、効率化が図られる。

３　特定財源
　さが園芸888整備支援事業費補助金（県） 770千円

４　参考
（補助要件）

※◎今回補正に該当するメニュー

［一般会計］

６．農林水産業費 １．農業費 ４．園芸振興費 33事項別

区分 支援対象 補助メニュー 補助率

補正額 1,001 町債 231一般財源

フロント
ローダー

2,310 770 231

事業名 さが園芸888整備支援事業 区分 継続

補正後
予算額

32,641
補
正
額
財
源
内
訳

国

補正前
予算額

31,640 県 その他770

経営基盤強化
対策

・農事組合法人
・農地所有適格法人
・特定農業団体
・農作業受託組織
・農業協同組合
◎市町長が特に必要と認
める者（認定農業者等）

・園芸用ハウス、育苗ハウス等
◎省力化機械・装置
・高品質化機械・装置
・省石油型機械・装置
・土作り用・病害虫低減機械・装置
・選別・調整、加工用機械・装置
・長寿命化対策
・中古ハウスリノベーション対策
・園芸振興において政策的に特に
必要な施設、機械・装置、資材等
・大雨・大雪被害防止対策

総事業費の
県1/3
町1/10

補助金
自己資金県費 町費事業主体 事業内容 総事業費

（1/3） （1/10）

1,309認定農業者

1,001千円
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▌事業説明 ▌ ［こども教育課　子育て支援係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的

２　概要

３　特定財源
子どものための教育・保育給付費国庫負担金（保育所等）（国）
保育所運営費県負担金（県）

8人2人
0人

2人
1・2歳児 4・5歳児

2人
3歳児

14,400千円

5人 5人 4人 10人
※期間外は入所要件発生などの期間外申込、途中決定は新入所児童の入所月前決定。
※令和6年4月2日時点に対する令和7年4月2日時点の0歳児から5歳児の年齢人口が4人増。
※江北保育園について、別に転入による4・5歳児2人の追加入所決定があった。
   （運営費負担金の対象外）

計

28,800千円

合計 24人

増加の要因今回補正額（内訳）

追加入所決定による影響分　4.1％増
公定価格改正による影響分　8.9％増

民間保育所等の円滑な運営を支援し、その保育の質の維持及び向上を図るため、運営に
要する経費を負担する。 これにより、保育の受け皿を確保し、保護者の子育てと就労を支
援するとともに、児童の福祉の増進に資する。

人件費や物件費の高騰を受けて、国の公定価格が当初予算計上時よりも8.9％上昇した。
また、その他の影響分として、児童の追加入所決定により別途4.1％分の費用負担が生じ
た。

17,701補正額 60,901 町債 一般財源

【参考】　追加入所決定

当初予算

41,695千円
19,206千円

463,277千円 60,901千円

23

［一般会計］

３．民生費 ２．児童福祉費 ２．児童措置費 事項別

事業名 民間保育所等運営費負担金 区分 継続

補正後
予算額

524,178
補
正
額
財
源
内
訳

国 28,800

補正前
予算額

463,277 県 14,400 その他

保育所
事業所内保育所

転入8、期間外4、途中決定1
期間外7、転入2

備考（人）

期間外2

2人
区分

認定こども園
0歳児

0人
2人
1人

3人
1人
1人

 10



▌事業説明 ▌ ［こども教育課　子育て支援係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的

２　概要

３　特定財源
保育対策総合支援事業費補助金（保育補助者雇上強化事業）（県）

保育補助者の経験年数に応じて賃金改善を図るため、改正後の区分に応じた基準額を適
用する。

令和７年度 令和６年度
交付基準額（1箇所当たり年額）

【基準額】

対象施設

保育士の補助を行う者（保育補助者）等を雇い上げることにより、保育士の業務負担を軽
減し、保育士の離職防止を図るとともに、保育士資格取得のきっかけを作ることにより、将
来的な保育人材の確保を行う。

［一般会計］

事業名 保育補助者雇上事業補助金 区分 継続

３．民生費 ２．児童福祉費 ２．児童措置費 事項別 23

補正後
予算額

9,764
補
正
額
財
源
内
訳

国

補正額 412 町債 一般財源 54

補正前
予算額

9,352 県 358 その他

358千円

【施設の状況】

江北ひかりこども園

保育補助者
2人
3人

利用定員
115人
132人
60人

施設名
永林寺保育園

※江北保育園は保育補助者なし

永林寺保育園
ひとのねこども園

江北ひかりこども園

○利用定員121人未満
　ア 経験年数３年未満
　　　1,953千円
　イ 経験年数３年以上
　　　７年未満
　　　2,441千円
　ウ 経験年数７年以上
　　　3,255千円

○利用定員121人以上
　ア 経験年数３年未満
　　　3,906千円
　イ 経験年数３年以上
　　　７年未満
　　　4,882千円
　ウ 経験年数７年以上
　　　6,510千円

○利用定員121人未満
　　2,338千円

○利用定員121人以上
　　4,676千円

ひとのねこども園 2人

経験年数区分
３年以上７年未満
３年以上７年未満
３年以上７年未満
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▌事業説明 ▌ ［こども教育課　子育て支援係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的

２　概要

【施設の状況】

３　特定財源
保育対策総合支援事業費補助金（保育体制強化事業）（県） 1,215千円

施設名 保育支援者 スポット支援員

江北ひかりこども園 1人 1人
永林寺保育園 1人 1人

江北保育園 2人 0人 特別支援員を兼務
※江北保育園は国・県の補助対象外

備考

清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝具の用意、片付けや園外活動時の見守り等と
いった周辺業務を行う者（保育支援者）の配置の支援を行い、保育士の業務負担の軽減を
図る。

町内の保育施設が、保育支援者（加算含む）とスポット支援員両方の交付要件を満たすた
め、各々の交付基準額を適用する。

【基準額】
基準額（１箇所あたり月額）

ア　保育支援者
　　 100千円

　　園外活動見守り加算
　　 　45千円

イ　スポット支援員
　　 　45千円

永林寺保育園
江北ひかりこども園
ひとのねこども園

対象施設

県 1,215 その他

405

事業名 保育体制強化事業補助金 区分 継続

補正後
予算額

6,840
補
正
額
財
源
内
訳

国

補正前
予算額

補正額 1,620 町債 一般財源

5,220

23

［一般会計］

３．民生費 ２．児童福祉費 ２．児童措置費 事項別

ひとのねこども園 1人 1人
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▌事業説明 ▌ ［こども教育課　子育て支援係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的

２　概要

【対象期間】

【給食提供見込人数】

３　特定財源
佐賀県保育所等給食費支援事業費補助金（県）

施設名
主食・副食 副食のみ 主食・副食 副食のみ

１号 ２号・３号

20人

60人
9人

－
－
－

36人
114人
59人
14人

－
4人
9人

－
－

15人
－
－
－
－

２号・３号
（保育認定）

１号
（教育認定）

【基準額】
基準額

ア　主食費・副食費提供　園児数×7,500円×12月×補正率44％
イ　副食費のみ提供　　　 園児数×4,500円×12月×補正率44％

【参考情報】
　令和６年度補正率36％

区分

ニチイキッズこうほく保育園
小規模保育所なのはな
ひとのねこども園
江北ひかりこども園
永林寺保育園

補正前
予算額

1,477千円

エネルギー・食料品等の物価高騰が続く中、子育て世代の負担軽減及びこれまで通りの給
食の質・量を維持するため、町内の民間幼児教育・保育施設及び地域型保育事業所に対
して補助を行う。

1,332

- 県 1,477 その他

補正額 2,809 町債 一般財源

【対象施設】
永林寺保育園、江北ひかりこども園、ひとのねこども園、小規模保育所なのはな、ニチイ
キッズこうほく保育園
※公立施設の物価高騰影響分については当初予算で措置済み。

令和7年4月1日～令和8年3月31日

23

［一般会計］

３．民生費 ２．児童福祉費 ２．児童措置費 事項別

事業名 民間保育所等給食費物価高騰対策事業費補助金 区分 継続

補正後
予算額

2,809
補
正
額
財
源
内
訳

国
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▌事業説明 ▌ ［こども教育課　子育て支援係]

款 項 目

（単位：千円）

１　事業の目的

２　概要

【参考】　認定の変更

３　特定財源
子どものための教育・保育給付費国庫負担金（幼稚園）（国）
施設型給付費県負担金（幼稚園）（県）

※満３歳到達による認定区分の変更
認定の変更 0人 0人

3歳児 4・5歳児

3,833千円
3,643千円

3,585千円
追加入所決定による影響分　4.9％増

３号認定→１号認定　13人

備考（人）
途中決定2、転入1、期間外1

※期間外は入所要件発生などの期間外申込、途中決定は新入所児童の入所月前決定。

区分 3歳児 4・5歳児

認定こども園 1人 1人

【参考】　追加入所決定
区分

公定価格の改正による影響分　7.2％増
認定の変更による影響分　5.7％増

11,120千円62,495千円
4,500千円

3,035千円

補正前
予算額

62,495 県 3,643

当初予算 今回補正額（内訳） 増加の要因

一般財源

私立幼稚園等における教育及び保育の円滑な実施を支援するため、その運営費の一部を
負担する。 これにより、各園がその特色ある教育活動を安定的に行うことを可能にし、幼
児教育の質の維持・向上を図り、もって児童の福祉の増進と子育てしやすい環境づくりに
資する。

［一般会計］

１０．教育費 ４．幼稚園費 １．幼稚園費 事項別 43

満3歳児
2人

満3歳児
13人

その他

3,644

人件費や物件費の高騰を受けて、国の公定価格が当初予算計上時よりも7.2％上昇した。
また、その他の影響分として、認定の変更により5.7％分、追加入所決定により4.9％分の費
用負担が各々生じた。

補
正
額
財
源
内
訳

国 3,833

補正額 11,120 町債

備考（人）

事業名 私立幼稚園運営費負担金 区分 継続

補正後
予算額

73,615
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